
 

「令和２年度 国の施策・制度に関する提案・要望」について 
  
 令和２年度の国の予算編成に向けて、本市の将来にとって特に重要な施策に係る国

の施策・制度に関する提案・要望項目を取りまとめ、「令和２年度 国の施策・制度に

関する提案・要望書」として作成し、中央省庁への要望活動を行いますので、お知ら

せします。 
 
１ 市長による要望活動 

（１）実施時期 令和元年６月２０日（木）午後２時３０分 
（２）要 望 先 石井 啓一 国土交通大臣 
（３）要 望 者 本村 賢太郎 相模原市長 
（４）要望場所 国土交通省（中央合同庁舎３号館） 
（５）要望内容 「広域交通ネットワークの強化に向けた道路整備」 
        （別添要望書 P２０～２１） 
        「都市基盤の長寿命化、耐震化の推進」 
        （別添要望書 P２２） 
        「広域交流拠点の形成に向けた財政的支援等の拡充」 
        （別添要望書 P２３） 
（６）取材について 
   取材を希望される場合は、６月１９日（水）正午までに、別紙取材申込書によ

り、企画政策課宛てに FAX（０４２－７５４－２２８０）でご連絡ください。 
   また、取材にあたっては、腕章の着用をお願いします。 
（７）その他  都合により日程等が変更される場合があります。 
 
２ その他要望活動（実施済み） 

  ６月１０日（月） 文部科学省 
  ６月１２日（水） 内閣府、総務省、厚生労働省 
  ６月１７日（月） 内閣府、厚生労働省 
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別紙 

 

相模原市企画財政局企画部企画政策課 宛 

取 材 申 込 書 

（６月２０日 相模原市長 国の施策・制度に関する提案・要望） 

 

 

※令和元年６月１９日（水）正午までに御提出ください。 

 

■報道機関名 

 

 

■人数 

代表者氏名 人数 

(ふりがな) 

人  

 

 

■要望終了後の取材 

       □ 希望する      □ 希望しない 

 

■連絡先 

 電話番号 
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問合せ先 

相模原市企画財政局企画部企画政策課 

電話 ０４２－７６９－８２０３ 

F A X ０４２－７５４－２２８０ 

電子メール kikaku@city.sagamihara.kanagawa.jp 

送付書不要 

FAX：０４２－７５４－２２８０ 
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相模原市政の推進につきましては、日頃から格別の御理解、御高配を賜

り、厚く御礼申し上げます。 
本市は、指定都市に移行し１０年目を迎え、首都圏南西部をリードする

広域交流拠点都市として、防災・減災対策をはじめ、福祉、医療、教育の

充実など市民サービスの向上を図るとともに、産業振興、環境保全、交通

基盤の整備など幅広い分野において施策を推進することにより、「人や企業

に選ばれる都市づくり」を進めています。 
今後、急速な少子高齢化の進行や本格的な人口減少社会を迎える中、民

間活力の活用や事務事業の精査により歳出の削減を進めるとともに、都市

基盤整備や産業集積により税源の涵養を図るなど、将来にわたり持続可能

な都市経営に向けた取組を進めているところではありますが、医療や介護

等の社会保障に係る経費の増大や公共施設の老朽化への対応など多くの課

題を抱えており、引き続き、厳しい財政運営が続くことが見込まれます。 
本提案・要望書は、本市が今後も首都圏南西部の広域交流拠点都市とし

て自立した行財政運営を行うに当たって、国において制度及び予算などに

ついて、御検討、御協力をお願いしたい事項を取りまとめたものです。 
つきましては、国におきましても多くの政策課題を抱え、財政も厳しい

状況にあることは承知しておりますが、本市の提案・要望につきまして特

段の御配慮をお願いいたします。 
 
 

令和元年６月 相模原市長 
  



模原市長 加 山 俊 夫 

  



 

 

 

 

【内閣府、総務省】 

１ 地方分権改革の推進【継続】…………………………………………………１ 

【内閣府、消費者庁】 

２ (独)国民生活センター相模原事務所の機能維持【継続】…………………２ 

【防衛省、外務省、総務省、財務省】 

３ 米軍基地の早期返還等【継続】………………………………………………３ 

【総務省】 

４ 地方交付税制度の見直し【継続】……………………………………………９ 

５ マイナンバーカードに係る財政措置の拡充【継続】……………………１０ 

【文部科学省】 

６ 高校生等への修学支援の更なる充実【継続】……………………………１１ 

７ 教職員定数の改善等【継続】………………………………………………１２ 

８ 外国人英語指導助手(ALT）の配置に係る財政措置【継続】……………１３ 

９ 学校給食室の空調設置工事に対する財政措置【新規】…………………１４ 
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【厚生労働省】 

１０ 任意予防接種の早期定期予防接種化と財源確保【継続】……………１５ 

１１ 国庫補助事業「火葬場整備事業費補助制度」の創設【継続】………１６ 

１２ 措置入院者等の退院後支援に係る仕組みの整備【新規】……………１７ 

 １３ 保育所の待機児童解消に向けた財政措置【継続】……………………１８ 

【内閣府、厚生労働省】 

 １４ 放課後児童健全育成事業に係る補助制度の拡充【継続】……………１９ 

【国土交通省】 

 １５ 広域交通ネットワークの強化に向けた道路整備【継続】……………２０ 

【財務省、国土交通省】 

 １６ 都市基盤の長寿命化、耐震化の推進【継続】…………………………２２ 

１７ 広域交流拠点の形成に向けた財政的支援等の拡充【継続】…………２３ 

【最高裁判所、横浜地方裁判所】 

 １８ 横浜地方裁判所相模原支部における合議制裁判の実施【継続】……２４ 
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【提案・要望の説明】 

地域の自主性・自立性を高め、個性豊かで活力に満ちた地域社会を実現するためには、国

と地方の役割分担を明確にし、地方分権改革を確実に推進していく必要があると考えます。こ

れまでの取組において義務付け・枠付けの一部の見直しや、事務・権限の一部が移譲されたも

のの、まだ十分とは言えない状況です。 

そこで、基礎自治体優先の原則を前提とした真の地方分権の実現に向け、地方制度の抜本

的な見直し等の取組を発展・強化させるとともに、現行の取組についても迅速かつ着実な推進

を要望します。 

さらに、地方分権改革を進めるに当たっては、「国と地方の協議の場」、「地方分権改革有識

者会議」等において、地方との協議を充実させるなど、地方意見の反映を要望します。 

なお、個別の事項については、次のとおり要望します。 

 

１ 新たな大都市制度の早期創設 

現在の指定都市制度は、事務・権限の在り方、税財源の仕組みなどにおいて課題があり、

人口減少・少子高齢化社会の進行や経済のグローバル化の進展などの社会経済の大きな

変化を前に、持てる地域ポテンシャルを十分発揮し、自主的・自立的な都市経営を行い、住

民福祉の向上と地域経済の発展を図っていく上で支障があります。 

そこで、指定都市への事務・権限と税財源の移譲を進めるとともに、「特別自治市」をはじ

めとした新たな大都市制度の早期創設を要望します。なお、制度検討に当たっては、圏域

内において大都市が果たす役割を踏まえ、地域の実情に応じた制度とすることを前提とする

よう要望します。 

 

２ 権限移譲の推進及び義務付け・枠付けの見直し 

住民に最も近い基礎自治体として、地域住民のニーズを踏まえ、自主的・自立的な行財

政運営を行うことが可能となるよう、国・県から指定都市への包括的な権限移譲を進めること

を要望します。 

また、国による義務付け・枠付けを原則廃止し、基準が必要な場合は基礎自治体におい

て条例により定める仕組みの推進を徹底するよう要望します。 

 

 

 

１  指定都市が持つポテンシャルを十分発揮し、住民福祉の向上と地域経済の

成長を図るため、「特別自治市」をはじめとした新たな大都市制度を早期に創設

すること。 

２  国・県から指定都市への大幅な権限移譲を進めるとともに、国による義務付

け・枠付けを原則廃止すること。 

内閣府、総務省 【提案・要望事項】 

１ 地方分権改革の推進 

【提案・要望の担当】 

企画財政局企画部広域行政課長  有本 秀美   ℡042-769-8248 
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【提案・要望の説明】 

政府関係機関の地方移転については、平成２７年１２月、地元自治体への協議・調整

等がないままに、急遽、（独）国民生活センター相模原事務所が対象となりました。 
 その後、平成２８年９月、まち･ひと･しごと創生本部決定では、平成 29 年度に徳島
県に「消費者行政新未来創造オフィス」を開設し、当該オフィスでの研修の実施や、実

証フィールドとして商品テストのプロジェクトを実施するほか、この取組を試行として

位置付け、３年後を目途に検証・見直しを行って、結論を得るとされており、現在、こ

の決定に基づき徳島県において事業展開がされているところです。また、平成３０年 
１２月の同創生本部会合においては、令和元年度を目途に検証・見直しを行い、結論を

得るとされています。 
 商品テストを通した生活用品の安全性確保等は、当該施設の役割として極めて重要で

あり、大消費地である首都圏に立地することは、様々な製品に関する消費者の声や専門

家の意見などを収集しやすく、また、当該施設への製品の持ち込みも容易であることか

ら、当該施設としても本市に所在するメリットが大きいと考えます。 
 また、消費生活相談は高齢者が多く、全国に比して首都圏で急速に進む高齢化の影響

は極めて深刻で、首都圏に所在する本市に立地することは、高齢者消費者被害防止対策

である見守り事業等の実証・予防対策に関し、最も適切なフィールドに立地することと

なります。 
 さらに、多様化・複雑化する消費者トラブルに的確に対応するため、消費生活相談員

による相談対応能力の向上は不可欠で、現在地は、全国の消費生活相談員の研修受講環

境及び専門教授陣の招へい・確保が容易な環境にあります。 
 加えて、今後、成年年齢引き下げが実施される中、若年者層の消費者被害の防止対策

は重要であります。当該施設周辺には、市立小・中学校、県立高校などの教育機関が隣

接し、近隣には大学が立地しているなど、若年者向けの消費者教育の場としても優れた

条件を有しています。 
 ついては、これらの環境に鑑み、（独）国民生活センター相模原事務所における研修、

商品テスト等の機能を維持することを要望します。 
 
 
 
 
 
 

（独）国民生活センター相模原事務所における研修、商品テスト等の機能を維持

すること。 

２ （独）国民生活センター相模原事務所の機能維持 

内閣府、消費者庁 【提案・要望事項】 

市民局消費生活総合センター所長 萩原 康秋    ℡042-776-2591 

【提案・要望の担当】 
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１  本市に所在する米軍基地（相模総合補給廠、キャンプ座間、相模原住宅地

区）について、早期に返還を実現すること。 

２  返還財産の地元への処分に当たっては、無償譲渡等の優遇措置を講ずるこ

と。 

３  基地交付金については、対象資産に応じた固定資産税相当額を交付するこ

と。また、調整交付金については、地位協定の実施に伴う地方税の非課税措置

等による本市の損失を全額補てんすること。 

４  基地の保管物資等に関する情報を可能な限り公表し、万一、環境問題や事故

が発生した場合は、速やかに原因を究明し、調査の過程で得られた情報、調査

結果を迅速に公表すること。また、原因調査を目的とする地元自治体の基地内

立入り等を認めること。 

５  米軍機による部品落下などの事故が発生した場合、その原因を早期に解明し

公表するとともに、実効性ある対策を講じ、再発防止に努めること。 

６  民生安定助成事業の採択基準を緩和すること。再編交付金終了に伴い、新た

な財政的措置の創設も含め、地元負担の軽減を図ること。また、本市を厚木飛

行場の特定防衛施設関連市町村に指定すること。 

７  騒音被害の抜本的な解決に向けた対策を講ずること。 

３ 米軍基地の早期返還等 

防衛省、外務省、総務省、財務省 
【提案・要望事項】 

市内米軍基地位置図 
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【提案・要望の説明】 

１ 基地の早期返還の促進 

本市に所在する米軍基地は市民生活やまちづくりにとって大きな障害となっていることか

ら、早期の返還について要望します。 

特に平成１８年４月に行われた市長と防衛庁長官との会談において、日米合同委員会の

枠組みを活用して返還に向けた協議を進める旨を合意した「返還４事案」（相模総合補給廠

のＪＲ横浜線と並行した道路用地、相模原住宅地区のウォーターフィルタープラント（浄水場）

区域、同地区東側外周部分道路用地、キャンプ座間のゴルフ場周辺外周道路）について、

早急に返還が実現するよう要望します。 

また、基地に関わる情報については、適切に提供するとともに、基地の機能強化や恒久

化につながる施設建設や運用の変更は行わないよう併せて要望します。 

 
 

（１） 相模総合補給廠の一部返還 

ア 北側部分（約３３ｈａ）の返還 

イ 「返還４事案」のひとつである JR 横浜線と並行した道路用地部分 

（延長約１，４００ｍ）の返還 

 

相模総合補給廠 一部返還の要請箇所 
 

 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 

イ JR横浜線と並行した道路用地部分 

(延長約1,400m)の返還＜返還４事案＞ 

相模原駅 ＪＲ横浜線 
矢部駅 

北側フェンス沿い道路用地部分

(延長約1,200m)（日米合同委員会

にて返還合意済み） 

鉄道・道路用地(約2ha)の返還（平成26年

9月30日米国政府から日本政府へ返還） 

家族住宅区域（約15ha）（平成26年9月30

日米国政府から日本政府へ返還） 

野積場共同使用 

部分(約35ha) 

(平成27年12月2日

共同使用開始） 

ア 北側部分(約33ha)の返還 
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（２） キャンプ座間の一部返還等 

ア  市道新戸相武台の拡幅再整備の円滑な進捗に必要な配慮 

イ  住民の利便性の向上を目的とした道路の整備のため、第７ゲートから県道５１号へ通じ

る部分（ゴルフ場周辺外周道路部分、延長約１，７００ｍ：返還４事案）や旧まがり坂部分

（延長約６００ｍ）、旧新磯高校東側道路用地部分（延長約２００ｍ）の返還等 

ウ  市民の憩いの場及び防災空間として活用するため、ゴルフ場部分（約５２ｈａ）の返還 

 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

キャンプ座間 一部返還等の要請箇所 
 

第７ゲート 

第４ゲート 

ア 市道新戸相武台

の拡幅再整備 

相
模
原
市 

座
間
市 

ウ ゴルフ場部分の返還

（約５２ｈａ） 

イ ゴルフ場周辺外周道路

の返還＜返還４事案＞ 

（延長約１，７００ｍ） 

イ 旧新磯高校東側

道路用地部分の返還

（延長約２００ｍ） 

イ 旧まがり坂部分

(峰の坂道)の共同使

用（延長約６００ｍ） 
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（３） 相模原住宅地区の一部返還等 

地域住民の生活環境向上のため、ウォーターフィルタープラント（浄水場）区域（約 

１．５ｈａ：返還４事案）、東側外周部分道路用地（延長約６４０ｍ：返還４事案）及び北西

側外周部分（延長約９５０ｍ）の返還、横浜水道道部分（延長約５４０ｍ）の共同使用 

 

相模原住宅地区 一部返還等の要請箇所 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

２ 返還財産の処分条件等の見直し 

返還財産については、原則として有償での処分となっております。しかしその一方で、旧

軍港市におきましては、旧軍港市転換法により原則として無償とされており、同じ米軍基地

を抱える自治体として明らかに不公平であります。 

また、基地が所在することにより、本市は長い間様々な負担や影響を受けてきました。こう

した中、平成２６年９月、悲願でありました相模総合補給廠の家族住宅区域（約１５ｈａ）及び

鉄道・道路用地（約２ｈａ）が返還されました。基地返還跡地（留保地を含む。）は次代に引き

継ぐ貴重な財産であり、市民本位で公共・公益的に利用されるべきものであると考えます。 

こうしたことから、返還財産の地元への処分に当たっては、無償譲渡等の優遇措置を講ず

るよう要望します。 

県
道
５１
号 

ウォーターフィルタープラント

(浄水場)区域の返還 

＜返還４事案＞（約１．５ｈａ） 

東側外周部分道路用地の返還 

＜返還４事案＞（延長約６４０ｍ） 

北西側外周部分の返還

（延長約９５０ｍ） 

横浜水道道部分の共同

使用 

（延長約５４０ｍ） 
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３ 基地交付金等の拡充 

本市に所在する３箇所の米軍基地は、計画的なまちづくりに支障を来すとともに、市財政

に著しい影響を及ぼしています。基地交付金等が固定資産税の代替的な財政補給金と

して交付されている趣旨に鑑み、対象資産に応じた固定資産税相当額が交付されるよう、

また、調整交付金については、地位協定の実施に伴う地方税の非課税措置等による本

市の損失を全額補てんされるよう要望します。 

 

４ 基地の環境・安全対策 

基地内及び基地周辺の生活環境の保全及び安全確保のため、米軍に対しても生活環境

の保全に関する国内法令や条例を適用することや、基地の保管物資等に関する情報を可

能な限り公表し、万一、環境問題や事故が発生した場合は、速やかに原因を究明し、調

査の過程で得られた情報、調査結果を迅速に公表すること。また、原因調査を目的とす

る地元自治体の基地内立入り等を実現するよう要望します。 

また、基地の返還や共同使用に当たっては、あらかじめ環境調査等を実施し、必要があ

れば国の責任において環境浄化等の適切な措置を講じてから返還するよう要望します。 

 

５ 事件事故の防止策 

米軍機による部品落下など事故が多発していることから、機体・機器類の整備点検等の

確実な実施、整備・操縦に係る教育の徹底など万全の措置を講じること。また、万一事故等

が発生した場合にはその原因を早期に解明し公表するとともに、安全対策が講じられるまで

は事故機と同機種の飛行中止や、真に実効性ある対策を講じ、再発防止に努めるよう要望

します。 

 

６ 防衛施設周辺整備対策 

（１） 民生安定助成事業の採択基準の緩和 

基地による周辺住民への影響を軽減するため、民生安定助成事業の補助対象事業の

採択基準について、緩和を図るよう要望します。 

  

（２） 再編交付金終了に伴う地元負担の軽減 

再編交付金について、平成２８年度で交付が終了しましたが、終了後も基地周辺住

民にとって何ら負担は変わらないので、新たな財政措置の創設も含め、地元負担の軽

減を図るよう要望します。 

 

（３） 特定防衛施設周辺整備調整交付金について 

本市は、厚木飛行場を離着陸する米軍機により、多くの市民が騒音被害を受け、事故

発生の不安にもさいなまれており、厚木飛行場の特定防衛施設関係市町村となっている

他市と同じ状況であることから、本市についても、同飛行場の特定防衛施設関連市町村

に指定し、特定防衛施設周辺整備調整交付金の交付対象とするよう要望します。 
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７ 抜本的な騒音対策 

（１） 市内所在のキャンプ座間や相模総合補給廠において、ヘリコプターによる訓練飛行が頻

繁に行われ、周辺住民に騒音や振動被害が発生していることから、住宅密集地上空での訓

練を禁止するよう要望します。 

特に、厚木基地や横田基地など他の基地に所属するヘリコプターの訓練飛行を自粛する

とともに、国の責任で代替訓練施設を米軍へ提供するなど、米軍ヘリによる騒音問題等の抜

本的解決を図るよう要望します。 

 

（２） 厚木基地の米空母艦載機については、平成３０年３月に岩国基地への移駐が完了しまし

たが、移駐後もジェット戦闘機の飛来が見られ、一定の騒音が発生していることから、基地の

運用に係る情報について適時に提供するとともに、騒音対策については適切な措置を講じ

るよう要望します。 

また、空母艦載機の着陸訓練のため硫黄島が暫定的訓練施設となっておりますが、今後

も厚木基地が硫黄島の予備飛行場として運用されうる状況に変わりはないため、恒常的訓練

施設を早期に整備するよう要望します。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務局渉外部渉外課長  臼井 義一    ℡042-769-8207 

【提案・要望の担当】 
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【提案・要望の説明】 

１ 地方交付税の必要額の確保 

地方の財政需要や地方税等の収入を的確に見込むとともに、地方公共団体の予算編成

に支障が生じないよう具体的な算定方法や算定基準を明示し、地方公共団体における地方

交付税額の予見可能性が確保されるよう要望します。 

 

２ 臨時財政対策債の廃止を含めた見直し 

国の財源不足額を補てんするため、地方が発行する仕組みとなっている臨時財政対策債

の制度は、平成１３年度に導入されて以降、期間の延長を続け、地方財政計画において平

成３１年度まで延長されることとなっております。 

臨時財政対策債の発行可能額は、本来であれば地方交付税として交付されるべきもので

すが、臨時財政対策債は実態として赤字地方債であり、その元利償還金が翌年度以降の地

方交付税で措置されるとしても、地方債に依存した財政措置は負担の先送りであり、元利償

還時の財政の硬直化を招くことになります。 

こうしたことから、地方財源の不足については、地方交付税の法定率引上げによって対応

されるよう要望します。 

仮に、臨時財政対策債の制度の再延長がなされる場合は、その発行可能額の算定にお

いて、過度な傾斜配分にならないよう要望します。 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

１  地方の財政需要や地方税等の収入を的確に見込み、必要額を確保すること。 

また、地方公共団体の予算編成に支障が生じないよう、地方交付税額の予見

可能性を確保すること。 

２  地方財源の不足への対応については、地方交付税の法定率の引上げによっ

て対応し、臨時財政対策債の廃止も含めて見直しを行うこと。 

総務省 
【提案・要望事項】 

４ 地方交付税制度の見直し 

企画財政局財務部財務課長  髙野 弘明   ℡042-769-8216 

【提案・要望の担当】 
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【提案・要望の説明】 

 １ マイナンバーカードの多目的利用に関する特別交付税措置期間の延長 

  住民基本台帳カードの多目的利用や証明書自動交付システムに係る経費について

は、長年に渡り特別交付税で措置されていたところですが、平成２７年度から対象が

マイナンバーカードの多目的利用（コンビニ交付等）に切り替わり、対象期間はコン

ビニ交付システム導入後３年間とされたところです。 

  コンビニ交付に係る経費といたしましては、導入時の戸籍等既存システムの改修経

費のほか、専用サーバーの賃貸借やシステムの運用保守経費に加え、コンビニ交付サ

ービス運営負担金やコンビニエンスストアの端末使用料等に要する経費が毎年度必

要となります。今後、マイナンバーカードの普及に加え、証明書自動交付機システム

の運用を終了することに伴うコンビニ交付に係る手数料収入の増加も見込まれると

ころではありますが、総体として多額の支出は避けられません。 

少子高齢化などの社会情勢の変化に伴い、より効率的・効果的な行政サービスを提

供するためには、コンビニ交付方式は重要な役割を担うものと考えます。 

このようなコンビニ交付の安定的な運用を図るためには、住民基本台帳カードの多

目的利用や証明書自動交付システムに係る特別交付税の措置期間と同様に長期間に渡

る財政支援措置が必要であり、措置期間の延長を要望します。 

 

 ２ マイナンバーカード等再交付における国庫補助対象の拡充 

現在、マイナンバーカード等の再交付について、「個人番号カード交付事業費補助金

交付要綱」第４条別紙２により「市区町村・Ｊ－ＬＩＳのミスによる場合」、「天災そ

の他の本人の責によらない場合」、「各カードの追記欄の余白がなくなった場合」、「個

人番号、住民票コード変更による各カード返納後の再交付」「市町村、Ｊ－ＬＩＳの過

失による誤交付後の再交付」、「国外転出による返納後」等の理由による再交付のみ国

庫補助対象とされています。 

  しかしながら、氏名・性別等の変更履歴を残さないこと、またはマイナンバーカー

ドに旧姓を併記することを目的に再交付を希望する場合など、やむを得ない事情で再

交付を行う場合があります。このような場合についても、再交付がやむを得ない場合

に該当するとして、新たに国庫補助の対象とすることを要望します。 

 

 

 

総務省 

１  マイナンバーカードの多目的利用（コンビニ交付等）に関する経費に係る特別

交付税措置について、コンビニ交付サービスの安定的な運用を図るため、措置

期間の延長を図ること。 

２  マイナンバーカード等再交付における国庫補助対象の拡充を図ること。 

【提案・要望事項】 

５ マイナンバーカードに係る財政措置の拡充 

市民局区政支援課長    馬場 浩司  ℡042-704-891１  



11 
 

 

 
 
 
 
 
 

【提案・要望の説明】 

平成２８年国民生活基礎調査によれば、全国の子どもの貧困率は、１３．９％で、７

人に１人が貧困の状況に置かれています。 
貧困は子どもの学力や成長に影響を及ぼす可能性があるとともに、次の世代の子ども

に対しても同様のことが繰り返される、いわゆる「貧困の連鎖」が一般的に指摘されて

います。 
そのため、国や地方自治体において、全ての子どもたちが、家庭の経済状況に左右さ

れず、安心して修学できる社会の実現に向けた取組が進められているところです。 
そうした取組の一つとして、授業料の支援策があり、国の「高等学校等就学支援金」

と合わせ、各都道府県で実施している独自の制度により、一定の世帯年収まで私立学校

も含め実質的な無償化が行われています。 
一方、授業料以外の学校教育費の支援策については、都道府県が国からの補助金を活

用して実施している、低所得世帯を対象とした「高校生等奨学給付金」があり、毎年給

付額の見直しが行われていますが、依然として保護者の負担が大きい状況にあります。 
このことから、「高校生等奨学給付金」の不足等を補うため、地方自治体が地域の状況

に応じて給付型奨学金制度を実施しているところです。 
本市においては、子どもの貧困対策の観点から成績要件を設けることなく、市民税所

得割額が非課税の世帯に属する高校生等に対し奨学金を給付していますが、継続的に事

業を実施するための財源の確保が課題となっていることから、国において必要な財政支

援を行うことを要望します。 
 

相模原市奨学金（給付型）の概要 

奨学金の項目 金額 
平成 30 年度 平成 31 年度 

人数 決算見込額 
(千円) 人数 予算額(千円) 

入学支度金 
高等学校等入学時 

20,000 円 
＊624 12,480 350 7,000 

修学資金 
最短修業年数に応じ、
３年間又は４年間 

年額 100,000 円 
284 27,636 660 66,000 

合計  40,116  73,000 

＊制度開始年度のため、２学年分の人数となっている。 

 

 
 

子どもの貧困対策の観点から、高校生等奨学給付金の不足額を補うため、地方

自治体が地域の状況に応じて実施している給付型奨学金制度に対して、必要な財

政支援を行うこと。 

文部科学省 
【提案・要望事項】 

６ 高校生等への修学支援の更なる充実 

【提案・要望の担当】 

教育局教育環境部学務課長   岩崎 雅人  ℡042-769-8282 
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【提案・要望の説明】 

１ 一人ひとりの児童生徒に向き合うための教職員定数の改善 

子どもを取り巻く環境が複雑化・多様化する中、児童生徒が抱える問題はますます複雑

化しています。さらに、新学習指導要領の実施に伴う授業時数の増加により、教員が児童生

徒一人ひとりの抱える個別の課題に向き合うための時間の確保が、困難となっている現状が

あります。 

このことから、法律の改正による３５人以下学級の実現や、生徒指導等で特別な指導が行

われる場合に措置される「児童生徒支援加配」の充実による教職員定数の改善により、教員

が一人ひとりの児童生徒に向き合う環境の整備を図れるよう要望します。 

 

２ 適応指導教室のための教職員の加配定数措置 

不登校の児童生徒が増加する中で、これらの児童生徒に対し、集団生活への適応、情緒

の安定、基礎学力の補充、基本的生活習慣の改善等の相談・適応指導を組織的、計画的

に行い、在籍校と連携して学校復帰を支援する適応指導教室の役割は重要であります。 

しかし、適応指導教室における教職員の配置については、現在、地方自治体が独自に措

置している状況です。 

このことから、適応指導教室に係る教職員について、義務標準法に基づく加配定数として

措置するよう要望します。 

 

３ スクールカウンセラー等の活用に対する財源の確保 

児童生徒が抱える様々な課題を解決するためには、スクールカウンセラーやスクールソー

シャルワーカーの活用による教育相談機能の充実が効果的であります。 

このことから、スクールカウンセラー等の定数化を要望するとともに、定数化までの間につ

いては、その活用に対する国庫補助の安定的な確保を要望します。 

    

 
 
 
 
 

１  法律の改正による３５人以下学級を実現すること。また、生徒指導等で特別な

指導が行われる場合に措置される「児童生徒支援加配」を充実すること。 

２  適応指導教室のための教職員について、義務標準法に基づく加配定数として

措置すること。 

３  スクールカウンセラー等を定数化すること。また、定数化までの間、その活用

に対する財源を確保すること。 

文部科学省 
【提案・要望事項】 

７ 教職員定数の改善等 

教育局学校教育部教職員人事課長      農上 勝也  ℡042-769-8279 

教育局学校教育部青少年相談センター所長  小泉 勇   ℡042-769-8285 

【提案・要望の担当】 
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【提案・要望の説明】 

平成２９年４月に国が発表した「小学校学習指導要領」では、小学校では、平成３２

年度から３、４年生で外国語活動、５、６年生で外国語科が実施されることが示されま

した。また、授業を実施するに当たっては、ネイティブ・スピーカーなどの協力を得る

等、指導体制の充実を図ることが示されました。 

平成３０年度からは、改訂された学習指導要領を段階的に先行実施することで、平成

３２年度の全面実施への移行をスムーズに行えるよう求めています。 

 新たな学習指導要領に基づき、英語の授業時間数の増加、指導体制の充実や学習指導

内容の高度化を図るためには、外国人英語指導助手（ＡＬＴ）の計画的な配置が必要不

可欠であることから、優秀で必要十分な人材の確保が求められるところです。 

このことから、実効性のある学習指導が行えるよう、現在の外国人英語指導助手（Ａ

ＬＴ）の配置に係る費用も含め、必要な財源措置を要望します。 
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外国語教育の充実を図るため、労働者派遣による外国人英語指導助手（ＡＬＴ）

の配置に係る財政措置を講ずること。 

文部科学省 
【提案・要望事項】 

８ 外国人英語指導助手（ＡＬＴ）の配置に係る財政措置 

外国人英語指導助手(ＡＬＴ)に係る事業費の推移 

教育局学校教育部学校教育課長   篠原 真  ℡042-704-8918 

【提案・要望の担当】 

（単位：千円） 
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【提案・要望の説明】 

学校給食室における調理場については、「学校給食衛生管理基準」及び「大量調理施設

衛生管理マニュアル」において、温度は２５度以下、湿度は８０％以下に保つよう努め

ることとされていますが、近年の猛暑や、新学習指導要領の実施による授業時数の増加

に伴う夏季休暇の短縮により、基準を安定的に満たすことが困難な状況になる可能性が

生じています。 

また、給食調理員にとっても、夏場、冬場ともに過酷な労働環境となっており、これ

らを改善するためにも早急な空調設置が求められています。 

給食室への空調設置について、校舎同一棟型の給食室においては「学校施設環境改善

交付金」の対象事業となっていますが、独立棟型の給食室については対象事業となって

おりません。 

本市においては、空調未設置の独立棟型の給食室が多数あり、空調設置工事を行う場

合は国庫補助対象外となり財政負担が大きいため、独立棟型の給食室への空調設置につ

いても、国庫補助の対象となるよう要望します。 

 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「学校施設環境改善交付金」の対象事業である空調設置工事について、学校給

食室は校舎と同一棟の場合のみが対象となっているが、独立棟型の給食室につい

ても国庫補助事業の対象とすること。 

文部科学省 
【提案・要望事項】 

９ 学校給食室の空調設置工事に対する財政措置 

教育局教育環境部学校保健課長   原田 道宏  ℡042-769-8283 

【提案・要望の担当】 
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【提案・要望の説明】 

造血幹細胞移植後は、移植前に得られていた免疫が低下もしくは消失し、感染症に罹患す

る可能性が高くなりますが、定期接種以外の予防接種は、接種費用の全額を被接種者が負担

しなければならず、高額な費用負担が接種の障害となっていることから、感染症の発生及びま

ん延防止のため、造血幹細胞移植後に必要と認められるワクチンの再接種について、予防接

種法上の定期予防接種に位置付けることを要望します。 

また、おたふくかぜ、ロタウイルスの２ワクチンについては、引き続き定期接種化の検討を行う

こととされていますが、疾病の発生・まん延防止及び市民の健康保持のため、財源の確保、ワ

クチン供給体制の確立などの課題を解決し、早期の定期接種化を実現するよう要望します。 

さらに、風疹、日本脳炎などのＡ類疾病の定期予防接種はほとんどの市町村において全額

公費負担をしている状況であり、広く接種を促進していくことが望ましいとされたワクチンが、順

次定期接種化されている中、自治体の財政負担は増加しています。 

定期接種に係る財源については、地方交付税の拡充措置がなされたところですが、安定的

な事業を実施し、必要とする人すべてが等しく接種できるよう、国の責任において財源を全額

国庫負担とすることを要望します。 

加えて、定期接種化されたワクチンの増加に伴い、接種回数や接種間隔が複雑多様化し、

予防接種を受ける子どもや保護者等の通院に係る負担が大きくなっているとともに、予防接種

の増加により本市の財政負担が増加していることから、その負担軽減が図られるよう、多種の混

合ワクチンの導入の検討、開発の促進等を要望します。 

 
 
 
 
 

 

【提案・要望事項】 

１０ 任意予防接種の早期定期予防接種化と財源確保 

１  造血幹細胞移植後のワクチン再接種を予防接種法上の定期予防接種に位置

付けること。 

２  定期予防接種の対象とすることについて検討することとしている、おたふくか

ぜ、ロタウイルスの２ワクチンについて、疾病の発生・まん延防止の観点から、早

期に定期接種化すること。 

３  定期接種に係る財源については、国の責任において全額国庫負担とすること。 

４  多種の混合ワクチンの開発などにより、複雑多様化している予防接種に係る子

どもや保護者等への負担や、予防接種に要する市の財政負担の軽減を図るこ

と。 

健康福祉局保健所疾病対策課長  八鍬 栄次  ℡042-769-8346 

厚生労働省 

【提案・要望の担当】 
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【提案・要望の説明】 

全国的な高齢化の進行に伴い火葬需要が増加しており、とりわけ、人口が集中する首

都圏においてはその状況が顕著であることから、多くの地方公共団体において新たな火

葬場の整備や既存施設の拡充が喫緊の課題となっています。 

そのような中、地域社会にとって必要不可欠である下水道、ごみ処理施設等に対して

は、整備費補助等の国庫補助施策等が講じられているにもかかわらず、同様に必要不可

欠な施設である火葬場の整備に対しては国庫補助施策等がなく、これに特化した起債制

度や交付税措置もありません。火葬場の経営主体は、原則として市町村等の地方公共団

体とされていることから、その整備費が地方財政にとって大きな負担となっています。 

このことから、国庫補助制度として、火葬場の新設及び既存施設の拡充に係る整備事

業費補助制度を創設することを要望します。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「墓地、埋葬等に関する法律」に地方公共団体の火葬場の新設及び既存施設の

拡充に対する国の財政的支援を定めた上で、国庫補助制度として火葬場整備事

業費補助制度を創設すること。 

１１ 国庫補助事業「火葬場整備事業費補助制度」の創設等 

厚生労働省 
【提案・要望事項】 

市民局区政支援課長  馬場 浩司    ℡042-769-9814 

【提案・要望の担当】 
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【提案・要望の説明】 

精神障害者が地域で安心して暮らすためには、精神障害や精神障害者に対する正しい理

解を地域全体で共有することや、切れ目のない支援体制を整えることが重要です。 

特に措置入院となった者については、地域で安心して暮らし続けられるよう、入院早期から

必要な支援が受けられる仕組みを整備する必要があるため、平成３０年３月には、地方自治法

に基づく技術的な助言として、「地方公共団体による精神障害者の退院後支援に関するガイド

ライン」が示され、それを受けて、各自治体は地域の実情に応じて支援を行っているところです。 

しかしながら、現状では、支援の対象や支援体制が自治体ごとに異なることから、支援対象

者が居住地を移した場合、継続的な支援を受けられないことが懸念されます。 

また、当該ガイドラインを受けた自治体等における支援体制の整備に当たって、精神保健福

祉士、保健師等の人材の確保及び育成は、大きな課題であると同時に負担となっており、財政

支援策も不十分です。 

そこで、これらの課題を解決し、措置入院者等が退院後に本人の意思を尊重した医療、保

健、福祉等の包括的な支援を継続的に受けられるよう、国の責任において退院後支援の仕組

みを整備するよう要望します。 

また、整備に当たっては当事者等の意見を十分に踏まえて、措置入院者等の人権や個人情

報の取扱いに配慮するほか、実務を担う自治体からも意見を聴取し、財政的な支援を含め、制

度に反映させるとともに、支援拡充に必要な人材の確保、育成が円滑に行われる仕組みを構

築するよう要望します。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

１  措置入院者等が地域で安心して暮らし続けるため、退院後にどの地域におい

ても必要な支援を継続して受けることができるよう、国の責任において退院後支

援の仕組みを整備すること。 

２  仕組みの整備に当たっては、措置入院者等の人権や個人情報の取扱いに配

慮するとともに、自治体への財政的な支援を含め、支援拡充に必要な人材の確

保、育成が円滑に行われる仕組みを構築すること。 

厚生労働省 【提案・要望事項】 

１２ 措置入院者等の退院後支援に係る仕組みの整備 

【提案・要望の担当】 

健康福祉局福祉部精神保健福祉課長 鈴木 雅文  ℡042-769-9813 



18 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【提案・要望の説明】 

待機児童解消は喫緊の課題であり、本市では、様々な手法を用いて待機児童の解消に

向けた取組を進めておりますが、保育需要は今後も増大すると見込まれます。 

引き続き、地域の実情に応じた施策を展開できるよう、地方単独保育施設（市認定保

育室）への運営費等に対する財政支援の実施など、地方独自の保育施策に柔軟に対応し、

より活用しやすい財政措置を講ずるよう要望します。 

また、保育士の処遇改善につきましては、キャリアアップと連動した新たな仕組みが

導入されましたが、引き続き都市部を中心に地方独自の上乗せが行われており、保育士

の確保に関し自治体間での競争や地域間格差が生じている状況にあります。 

今後、女性の就労率が増加すること等に伴う保育ニーズの高まりにより、よりいっそ

う保育士不足が懸念されます。そのため、各自治体での独自施策によらず保育人材の確

保ができるように、処遇改善のための更なる財政措置を講ずるよう、併せて要望します。 

さらに、待機児童の年齢は、多くの保護者が育休から仕事に復帰する１歳児の割合が

高い一方で、０歳児の補助額と比較すると１歳児の運営補助が少ないことから、保育所

側が１歳児よりも０歳児を受け入れる傾向があります。 

 これを改善し、待機児童の効果的な解消を進めるため、１歳児の運営費をより充実さ

せる財政支援を要望します。 

  

 
 

１  地域の実情に応じた施策を展開できるよう、地方独自の保育施策に柔軟に対

応し、より活用しやすい財政措置を講ずること。 

２  待機児童の解消に向け、必要な保育量を提供していくために不可欠な保育士

の確保を図ることができるよう、更なる処遇改善のための財政措置を講ずること。 

３  １歳児の運営費をより充実させる財政措置を講ずること。 

厚生労働省 
【提案・要望事項】 

１３ 保育所の待機児童解消に向けた財政措置 

【提案・要望の担当】 

こども・若者未来局こども・若者政策課長 榎本 好二  ℡042-769-8315 

こども・若者未来局保育課長       若林 和彦  ℡042-769-9812 
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【提案・要望の説明】 

放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の潜在需要は、就労希望者の増加に伴い、

今後も増大すると見込まれています。本市においても、学校区によっては、児童数の４０％を超

えるニーズが発生しており、様々な手法を用いて、待機児童の解消に向けた取組を進めていま

す。 

従前から要望していた放課後児童クラブの運営に必要な経費に対する補助制度の拡充に

ついては、平成２９年度に運営費補助基準額が引き上げられたことなどにより、安定的な運営と

職員の処遇改善が図られているところでございます。 

一方で、施設整備や改修の実施にあたっては、地域の児童数の推移により、賃貸借契約方

式（リース方式）による整備が必要となるため、複数年にわたって負担が生じるリース方式にも

対応した国庫補助制度の創設について要望します。 

 

 

 

 

    
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 
 

放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）における、施設整備の補助制度

を拡充すること。 

内閣府、厚生労働省 
【提案・要望事項】 

１４ 放課後児童健全育成事業に係る補助制度の拡充 

こども・若者未来局こども・若者支援課長 佐々木 純司  ℡042-769-9227 

【提案・要望の担当】 

公立児童クラブの定員、入会児童数の推移 

 
公立児童クラブの待機児童数の推移 

 

4,258人
4,602人

5,114人
4,453人

4,829人

5,058人 5,289人 5,454人

H27 H28 H29 H30 R1

定員 入会児童数

279人
236人

120人

78人
68人

H27 H28 H29 H30 R1

待機児童数

5,664 人5,461 人 
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【提案・要望の説明】 

１ 一般国道（指定区間）の機能強化 

国道１６号は、「東京環状」とも呼ばれ、横浜市、相模原市、八王子市、さいたま市、

千葉市など主要な都市を結ぶ重要な道路ですが、相模原市内においては慢性的に渋滞し

ており、今後、国道１６号に近接する橋本駅周辺のまちづくりにおいても課題となって

おります。 

 このことから、本市の骨格を形成する広域幹線道路網の機能を十分発揮し、社会的役

割を効率的に担うため、国道１６号の効果的な渋滞対策の実施など、一般国道（指定区

間）の機能強化を早期に図ることが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 国道１６号の効果的な渋滞対策の実施など、一般国道（指定区間）の機能

強化を早期に図ること。 

２ 圏央道インターチェンジへのアクセス道路である県道５２号及び津久井

広域道路の整備について、十分な予算措置を講ずること。 

国土交通省 
【提案・要望事項】 

１５ 広域交通ネットワークの強化に向けた道路整備 

相模原市内の主要渋滞箇所（出典：首都圏渋滞ボトルネック対策協議会資料を一部加筆） 
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２ インターチェンジへのアクセス道路の整備推進 

本市では、圏央道インターチェンジへのアクセス道路である県道５２号（相模原愛川

IC 接続）や津久井広域道路（相模原 IC 接続）の整備を進めております。 

県道５２号や津久井広域道路の整備を行うことにより、圏央道へのアクセス性の向上

による民間企業の投資を促進するなど、圏央道のストック効果の更なる向上が期待され

ます。 

これらの事業は、社会資本整備総合交付金において支援をいただいておりますが、早

期完了に向けて推進していくためには国による力強い支援が不可欠であることから、財

政的支援の充実を要望します。 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【提案・要望の担当】 

都市建設局道路部道路計画課長              高木 理史    ℡042-769-8373 

都市建設局道路部道路整備課長              山﨑 久明    ℡042-769-8360 

都市建設局広域交流拠点推進部リニア駅周辺まちづくり課長 杉浦 篤     ℡042-707-7047 

県道５２号の状況 

津久井広域道路の状況 
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【提案・要望の説明】  

本市では、道路・橋りょう、下水道等の土木施設について、長寿命化計画や耐震化

計画を策定し、維持管理に係る費用の平準化、適正な管理に努めているところです。

土木施設の老朽化は、今後さらに進むため、計画的な予防保全がますます求められ、

財源確保が必須条件となります。 

これらの事業において、国からは、防災・安全交付金等の支援をいただいていると

ころですが、今後も支援が必要であることから、公共事業関係費枠（防災・安全交付

金等を含む。）の増額による財政的支援を充実するよう要望します。 

特に下水道については、平成 29 年の財務省所管財政制度等審議会で「原則、改築は

使用料で賄うことを目指すべき」との提案がありましたが、仮に改築に係る国費支援

が無くなった場合、管破損等による公衆衛生の悪化や、下水道使用料の高騰など住民

生活に多大な影響を及ぼすことから支援の継続、拡大が不可欠です。 

また、メンテナンスサイクルを効率的に推進するためには、人材育成や新技術の開

発が必要であることから、国が実施している研修の更なる強化や資格制度の確立、新

たな点検・工事手法を開発するなどの技術的支援を充実するよう要望します。 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 
 
 
 
 

１ 道路や下水道などのメンテナンスサイクルの推進や耐震化に必要な財政

的・技術的支援を充実すること。 

２ 今後増大する下水道施設の改築に係る支援について、下水道の公共的役割

に対する国の責務の観点から、改築への確実な国費支援を継続すること。 

【提案・要望事項】 

１６ 都市基盤の長寿命化、耐震化の推進 

【提案・要望の担当】 

都市建設局道路部路政課長       成沢 史人   ℡042-769-8359 

都市建設局下水道部下水道経営課長   吉成 靖幸   ℡042-707-1840 

財務省、国土交通省 
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【提案・要望の説明】 

本市は、リニア中央新幹線神奈川県駅（仮称）が設置される橋本駅周辺地区と、相

模総合補給廠の一部返還地等の早期利用や小田急多摩線の延伸に取り組む相模原駅周

辺地区を一体的な広域交流拠点とするまちづくりを進めています。 
 橋本駅周辺地区では、リニア中央新幹線神奈川県駅（仮称）の設置を見据え、産業

の活力と賑わいがあふれる交流拠点の実現を目指し、土地区画整理事業や街路整備事

業に向けた取組を、相模原駅周辺地区では、今後の発展の起爆剤となる新市街地の形

成を図るべく、返還地の土地利用に向け、導入施設や整備手法の検討を行うととも

に、小田急多摩線の延伸事業の促進に取り組んでいます。 
 これらの取組は、世界を先導するスーパー・メガリージョンの形成に資するもので

あることから、広域交流拠点の確実な整備の推進には国による力強い支援が不可欠で

あり、国の公共事業関係費枠の増額による財政的支援の充実のほか、小田急多摩線の

延伸については、都市鉄道等利便増進法の事業スキームにおける黒字転換年数の緩和

や補助財源の確保など、延伸の早期実現化に繋がる支援を講じていただくよう要望し

ます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

リニア中央新幹線の駅が設置される橋本駅周辺地区と、米軍基地である相模総

合補給廠の一部返還地等の早期利用や小田急多摩線延伸に取り組む相模原駅

周辺地区を一体的な広域交流拠点とするまちづくりに対する財政支援等を拡充す

ること。 

財務省、国土交通省 
【提案・要望事項】 

１７ 広域交流拠点の形成に向けた財政的支援等の拡充 

都市建設局広域交流拠点推進部リニア駅周辺まちづくり課長  杉浦 篤    ℡042-707-7047 

都市建設局広域交流拠点推進部相模原駅周辺まちづくり課長  仕明 亮太   ℡042-707-7026 

都市建設局まちづくり計画部交通政策課長          米多 寛之    ℡042-769-8249 

【提案・要望の担当】 

広域交流拠点（橋本駅周辺地区・相模原駅周辺地区）位置図 

リニア中央新幹線 

ＪＲ相模線 

小田急多摩線 

相模総合補給廠 

区 

 橋本駅周辺地区 

 
相模原駅周辺地区 

Ｎ 
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【提案・要望の説明】 

横浜地方裁判所相模原支部（相模原市及び座間市を管轄）は、管内人口が８５万人を超え

ていますが、平成２９年の刑事事件（新受）は４３９件、民事通常訴訟（新受）は６５３件に及んで

います。管内人口、取扱件数ともにこれより少ない支部において合議制が実施されているにも

かかわらず、相模原支部では、指定都市に設置されている支部の中で、また、県内４つの支部

の中で唯一、合議制の裁判が行われておりません。 

このため、管内で発生した刑事重大事件や医療過誤訴訟などの裁判は、横浜地方裁判所

で行わざるを得ない状況にあるほか、「裁判員制度」についても、合議制の裁判が前提となるた

め、相模原支部においては実施されていません。これら事案を取り扱う横浜地方裁判所までは、

県北に位置する本市域からかなりの移動時間を要する状況であるほか、「裁判員制度」につい

ても実施されておらず、他の管区の実情等に照らして、相模原市民をはじめ本管区内の住民

は良質で効率的な裁判を受ける機会を失っている状態にあるといえます。 

神奈川県弁護士会や相模原市議会においても、「合議制を導入するよう求める」決議がされ、

最高裁判所や国会・内閣に対しその導入を求めているところであり、合議制による審理を行え

るようにすることは、市民全体、法曹界を含めた強い願いで、その早期実現は急務であると考

えます。また、最高裁判所公表資料「裁判の迅速化に係る検証に関する報告書（第７回）」にお

いて、合議制の活用により「審理期間の短縮を含む様々な効果が現れている」と指摘されてい

ることや、最高裁判所が設置した「裁判の迅速化に係る検証に関する検討会」において、合議

体による審理の充実・活用についてなどの議論がされているように、合議制の意義は、最高裁

判所においても認めるところであります。本市は、現在、リニア中央新幹線駅の設置が進行して

いるほか、小田急多摩線の本市域への延伸も予定されており、将来的に大きく発展するエリア

であり、市民が裁判所や裁判制度との関わりを持つ機会は、ますます増加していくと考えており

ます。こうした状況から、相模原支部において合議制裁判が実施されるべきであり、市民に身

近な司法の場を確保する観点から、合議制裁判の早期実施を強く要望します。 

 
 
 
 
 

指定都市に設置されている支部のうちで唯一、横浜地方裁判所相模原支部だけ

が合議制裁判が実施されておらず、市民は良質で効率的な裁判を受ける機会を失

っている。 

市民に身近な司法の場を確保する観点から、相模原支部において、早期に合議

制裁判を実施すること。 

最高裁判所、横浜地方裁判所 
【提案・要望事項】 

１８ 横浜地方裁判所相模原支部における合議制裁判の実施 

市民局区政支援課長  馬場 浩司  ℡042-769-9814 

【提案・要望の担当】 
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【内閣府】 

  １ 地方分権改革の推進【継続】……………………………………………………１ 

  ２ (独)国民生活センター相模原事務所の機能維持【継続】……………………２ 

１４ 放課後児童健全育成事業に係る補助制度の拡充【継続】…………………１９ 

 

 

【総務省】 

  １ 地方分権改革の推進【継続】……………………………………………………１ 

  ３ 米軍基地の早期返還等【継続】…………………………………………………３ 

  ４ 地方交付税制度の見直し【継続】………………………………………………９ 

  ５ マイナンバーカードに係る財政支援措置の拡充【継続】…１０ 

 

【外務省】 

  ３ 米軍基地の早期返還等【継続】…………………………………………………３ 

 

【財務省】 

  ３ 米軍基地の早期返還等【継続】…………………………………………………３ 

 １６ 都市基盤の長寿命化、耐震化の推進【継続】………………………………２２ 

１７ 広域交流拠点の形成に向けた財政的支援等の拡充【継続】………………２３ 

 

【文部科学省】 

 ６ 高校生等への修学支援の更なる充実【継続】………………………………１１ 

  ７ 教職員定数の改善等【継続】…………………………………………………１２ 

  ８ 外国人英語指導助手（ＡＬＴ）の配置に係る財政措置【継続】…………１３ 

  ９ 学校給食室の空調設置工事に対する財政措置【新規】……………………１４ 

  

省庁別インデックス 
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【厚生労働省】 

 １０ 任意予防接種の早期定期予防接種化と財源確保【継続】…………………１５ 

 １１ 国庫補助事業「火葬場整備事業費補助制度」の創設【継続】……………１６ 

 １２ 措置入院者等の退院支援に係る仕組みの整備【新規】……………………１７ 

 １３ 保育所の待機児童解消に向けた財政措置【継続】…………………………１８ 

 １４ 放課後児童健全育成事業に係る補助制度の拡充【継続】…………………１９ 

  

【国土交通省】 

 １５ 広域交通ネットワークの強化に向けた道路整備【継続】…………………２０ 

 １６ 都市基盤の長寿命化、耐震化の推進【継続】………………………………２２ 

 １７ 広域交流拠点の形成に向けた財政的支援等の拡充【継続】………………２３ 

 

【防衛省】 

  ３ 米軍基地の早期返還等【継続】…………………………………………………３ 

 

【最高裁判所、横浜地方裁判所】 

 １８ 横浜地方裁判所相模原支部における合議制裁判の実施【継続】…………２４ 
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